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１．財務書類作成までの経緯 
 
 地方公共団体の予算・決算に係る会計制度は、地方自治法等の法令によりその調製

方法や処理方法が規定されています。これらは「現金主義・単式簿記」による会計で、

１年間にどのような収入があり、その収入を何にいくら使ったかを明らかにすること

を目的としています。 

 

 「現金主義・単式簿記」による会計は、単年度の収支が明らかになる反面、これま

でにどれだけの資産が形成されたのか、どのくらいの負債を抱えているのかといった

情報が把握できないため、財政情報を総合的かつ長期的に把握するには情報が不足し

ているといわれています。 

 このため、民間企業で採用されている、「発生主義・複式簿記」の考え方を取り入

れ、見えにくいコスト（費用）やストック（資産）を正確に把握し、現金主義会計を

補完する財務書類の作成が求められています。 

 

 佐倉市では、平成 18 年 5 月に総務省から発表された「新地方公会計制度報告書」

に基づき、平成20年度決算から既存の決算統計を活用した「総務省方式改定モデル」

で財務諸表を作成してきました。しかし、資産が正確に計上されないという問題点が

あることから、平成 24 年度決算より民間企業会計の「発生主義・複式簿記」を取り

入れ、資産を公正価値で評価するなど、より正確な財務状況を把握できる「基準モデ

ル」に会計基準を変更して作成してきました。 

 

 平成 27 年 1 月 23 日付総務大臣通知「統一的な基準による地方公会計の整備促

進について」において、原則として平成 27 年度から平成 29 年度までの 3 年間で全

ての地方公共団体において統一的な基準による財務書類等を作成するよう強い要請

がありました。この要請の背景には、「総務省方式改定モデル」では固定資産台帳の整

備が必ずしも前提とされていないことや、「基準モデル」や「東京都方式モデル」など

発生主義・複式簿記を取り入れた会計基準が多数混在しているといった問題点があり

ました。そのため、統一的な基準を設定することにより、発生主義・複式簿記の導入、

固定資産台帳の整備による公共施設等のマネジメントへの活用、地方公共団体間での

比較可能性の確保を促進しようとするものです。 

 

 上記の通知を受けて、佐倉市においても、既存の固定資産台帳や勘定科目の見直し

を実施し、平成 28 年度決算より「統一的な基準による財務書類」を作成しています。 
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２．佐倉市の財務書類について 
 

① 財務四表とは 

  貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書の 4 つの財

務書類のことをいいます。 

 

 

 ◎貸借対照表（バランスシート：BS） 

   基準日（年度末の 3 月 31 日）時点における財政状態を明らかにするもので、

資産・負債・純資産の 3 つの要素から構成されています。 

   左側（借方）には住民の財産や権利など将来にわたる様々な行政サービスを提

供する「資産」が記載されます。右側（貸方）には「資産」のために必要な借入

金など将来の世代が返済する「負債」と、国県の補助金や市民税によって今まで

の世代が負担して返済不要な「純資産」が記載されます。 

 

 

 ◎行政コスト計算書（PL） 

   行政活動の中でも、人的サービスや給付サービスなど、資産の形成につながら

ない行政サービスに費やされた会計期間中のコスト（費用）と収益の取引高を明

らかにするものです。減価償却費や引当金のような現金主義では捕捉できなかっ

たコストも計上します。 

 

 

 ◎純資産変動計算書（NW） 

   会計期間中の貸借対照表の純資産の変動を明らかにするものです。前年度末の

純資産残高、期中の増加及び減少額、本年度末の残高を表します。 

 

 

 ◎資金収支計算書（CF） 

   会計期間中の現金預金の収支の状態、つまり現金預金の利用状況及び資金の獲

得状況を明らかにするものです。前年度末の資金残高、期中の増加及び減少額、

本年度末の残高を表します。 
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② 統一的な基準による財務書類 

 ◎財務四表の相互関係 

 

  4 つの財務書類の関連性には、以下の 3 つのポイントがあります。 

ⅰ.貸借対照表【BS】の現金預金は、資金収支計算書【CF】の本年度末残高と

本年度末歳計外現金残高を加えた金額に対応します。 

 

ⅱ.行政コスト計算書【PL】の純行政コストは、純資産変動計算書【NW】の

純行政コストに対応します。 

 

ⅲ.貸借対照表【BS】の純資産は、純資産変動計算書【NW】の本年度末残高

に対応します。 

 

 ◎統一的基準とは 

   平成 26 年 4 月 30 日に公表された「今後の新地方公会計の推進に関する研

究会報告書」には、すべての地方公共団体において適用できる標準的な基準を示

し、資産評価の基準や様式など財務書類の作成の基本となる部分について、統一

的な取扱いとして整理する必要があるとしています。 

   平成 27 年 1 月 23 日に「統一的な基準による地方公会計マニュアル」が発表

され、現金主義会計の補完として複式簿記・発生主義会計を採用し、歳入歳出デ

ータから複式仕訳を作成することで、現金取引のみならず、資産等のストック情

報や減価償却費等のコスト情報を把握し、公共施設等のマネジメントや財政運営

等への活用のために全国同じ基準で財務書類を作成することになっています。 
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③ 作成基準日 

   令和２年 3 月 31 日 

 

  統一的な基準による財務書類の作成基準日は会計年度末（3 月 31 日）となりま

す。ただし、地方自治法第 235 条の 5 に定められた出納整理期間（令和２年 4 月

1 日から 5 月 31 日まで）の入出金における取引を終了した後の計数をもって会

計年度末の計数としています。 

 

④ 財務書類の対象となる会計 

 ⅰ.一般会計等財務書類 

  ・一般会計 

  ・地方公営事業以外の特別会計 

  （公共用地取得事業特別会計と災害共済事業特別会計） 

 

 ⅱ.全体財務書類 

  ・一般会計等財務書類 

  ・地方公営事業の特別会計 （国民健康保険特別会計、介護保険特別会計、 

                後期高齢者医療特別会計、農業集落排水事業特別会計） 

  ・公営企業会計 （水道事業会計、下水道事業会計を全部連結） 

 

 ⅲ.連結財務書類 

  ・全体財務書類 

  ・一部事務組合、広域連合（※負担金額等の割合による比例連結） 
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３．一般会計等財務書類 

 

（単位︓百万円）
科目 ⾦額 科目 ⾦額

【資産の部】 【負債の部】
　　固定資産 301,454 　　固定負債 33,240
　　　　有形固定資産 285,515 　　　　地方債 28,283
　　　　　　事業⽤資産 93,217 　　　　⻑期未払⾦ -
　　　　　　　　⼟地 52,568 　　　　退職⼿当引当⾦ 4,958
　　　　　　　　⽴⽊⽵ - 　　　　損失補償等引当⾦ -
　　　　　　　　建物 78,961 　　　　その他 -
　　　　　　　　建物減価償却累計額 △ 40,706 　　流動負債 3,390
　　　　　　　　⼯作物 11,999 　　　　1年内償還予定地方債 2,741
　　　　　　　　⼯作物減価償却累計額 △ 9,767 　　　　未払⾦ -
　　　　　　　　船舶 17 　　　　未払費⽤ -
　　　　　　　　船舶減価償却累計額 △ 17 　　　　前受⾦ -
　　　　　　　　浮標等 - 　　　　前受収益 -
　　　　　　　　浮標等減価償却累計額 - 　　　　賞与等引当⾦ 649
　　　　　　　　航空機 - 　　　　預り⾦ -
　　　　　　　　航空機減価償却累計額 - 　　　　その他 -
　　　　　　　　その他 - 負債合計 36,630
　　　　　　　　その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
　　　　　　　　建設仮勘定 162 　　固定資産等形成分 307,369
　　　　　　インフラ資産 192,054 　　余剰分(不⾜分) △ 35,970
　　　　　　　　⼟地 124,056
　　　　　　　　建物 2,095
　　　　　　　　建物減価償却累計額 △ 1,180
　　　　　　　　⼯作物 135,221
　　　　　　　　⼯作物減価償却累計額 △ 68,411
　　　　　　　　その他 -
　　　　　　　　その他減価償却累計額 -
　　　　　　　　建設仮勘定 274
　　　　　　物品 2,000
　　　　　　物品減価償却累計額 △ 1,756
　　　　無形固定資産 -
　　　　　　ソフトウェア -
　　　　　　その他 -
　　　　投資その他の資産 15,939
　　　　　　投資及び出資⾦ 5,269
　　　　　　　　有価証券 54
　　　　　　　　出資⾦ 710
　　　　　　　　その他 4,506
　　　　　　投資損失引当⾦ -
　　　　　　⻑期延滞債権 1,177
　　　　　　⻑期貸付⾦ 285
　　　　　　基⾦ 9,295
　　　　　　　　減債基⾦ 298
　　　　　　　　その他 8,996
　　　　　　その他 -
　　　　　　徴収不能引当⾦ △ 86
　　流動資産 6,576
　　　　現⾦預⾦ 2,091
　　　　未収⾦ 344
　　　　短期貸付⾦ 30
　　　　基⾦ 4,111
　　　　　　財政調整基⾦ 4,111
　　　　　　減債基⾦ -
　　　　棚卸資産 -
　　　　その他 -
　　　　徴収不能引当⾦ 0 純資産合計 271,399

資産合計 308,030 負債及び純資産合計 308,030

（令和02年03⽉31⽇現在）
一般会計等貸借対照表

※端数処理の関係上合計額と一致しない部分があります。
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◆貸借対照表（BS）の勘定科目について◆ 

 ①資産の部：自治体が所有する財産や権利 

  ⑴固定資産（土地や建物などで 1 年を超えて利用する資産） 

   (ア)有形固定資産：固定資産のうち目に見える資産 

    ・事業用資産 …庁舎や学校など売却可能とされる資産 

    ・インフラ資産…道路、公園、防災、上下水道施設に限定 

    ・物品    …車両、物品、美術品等 

   (イ)投資その他の資産 

    ・有価証券  …株券、公債証券などの債権等 

    ・出資金   …公有財産として管理されている出資等 

    ・長期延滞債権…滞納繰越調定収入未済分 

    ・長期貸付金 …翌々年度以降に償還期限が到来するもの 

    ・減債基金  …地方債の償還のために積立てている基金 

    ・その他の基金…減債基金及び財政調整基金以外の基金 

    ・徴収不能引当金…長期延滞債権を徴収不能実積率などで算定した引当金 

  ⑵流動資産（1 年以内に現金化、費用化できる資産） 

    ・現金預金  …年度末の現金及び預金の残高で CF の残高と一致 

    ・未収金   …現年度に調定したが現年度に収入未済のもの 

    ・短期貸付金 …貸付金のうち、翌年度に償還期限が到来するもの 

    ・財政調整基金…財政の健全運営のために積立てている基金 

    ・徴収不能引当金…未収金のうち回収見込みがないと見積もった金額 

 

 ②負債の部：支払いの義務のあるもの 

  ⑴固定負債（支払期限が 1 年を超えて到来する負債） 

    ・地方債   …地方債のうち、償還予定が 1 年超のもの 

    ・退職手当引当金…年度末に全職員が退職した場合に支払うべき金額 

  ⑵流動負債（支払期限が 1 年以内に到来する負債） 

    ・1 年内償還予定地方債…地方債のうち、翌年度償還を予定しているもの 

    ・未払金   …支払い義務が確定している金額 

    ・前受金   …代金の納入は受けているが、未履行である金額 

    ・賞与等引当金…翌年度支払予定の賞与等のうち、当年度負担分の金額 

 

 ③純資産の部：現在までの世代が負担した金額で、正味の資産 

  ・固定資産等形成分…資産形成のために充当した金額の残高 

  ・余剰分（不足分）…自治体の費消可能な資源の蓄積 
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（単位︓百万円）
科目 ⾦額

　　経常費⽤ 47,492
　　　　業務費⽤ 25,644
　　　　　　人件費 8,458
　　　　　　　　職員給与費 7,500
　　　　　　　　賞与等引当⾦繰⼊額 649
　　　　　　　　退職⼿当引当⾦繰⼊額 -
　　　　　　　　その他 309
　　　　　　物件費等 16,766
　　　　　　　　物件費 11,076
　　　　　　　　維持補修費 1,337
　　　　　　　　減価償却費 4,354
　　　　　　　　その他 -
　　　　　　その他の業務費⽤ 420
　　　　　　　　⽀払利息 164
　　　　　　　　徴収不能引当⾦繰⼊額 86
　　　　　　　　その他 169
　　　　移転費⽤ 21,848
　　　　　　補助⾦等 9,107
　　　　　　社会保障給付 9,430
　　　　　　他会計への繰出⾦ 3,303
　　　　　　その他 7
　　経常収益 1,494
　　　　使⽤料及び⼿数料 580
　　　　その他 914
純経常⾏政コスト 45,998
　　臨時損失 3
　　　　災害復旧事業費 -
　　　　資産除売却損 3
　　　　投資損失引当⾦繰⼊額 -
　　　　損失補償等引当⾦繰⼊額 -
　　　　その他 -
　　臨時利益 56
　　　　資産売却益 56
　　　　その他 -
純⾏政コスト 45,945

（⾃ 平成31年04⽉01⽇ ⾄ 令和02年03⽉31⽇）
一般会計等⾏政コスト計算書

※端数処理の関係上合計額と一致しない部分があります。
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◆行政コスト計算書（PL）の勘定科目について◆ 

 ①純経常行政コスト 

  ⑴経常費用（毎会計年度、経常的に発生する費用） 

   (ア)業務費用 

     (A)人件費 

      ・職員給与費     …職員等に支払われる費用 

      ・賞与等引当金繰入額 …賞与等引当金等の当該年度発生額 

     (B)物件費等 

      ・物件費   …職員旅費、委託料、消耗品など 

      ・維持補修費 …資産の機能維持のために必要な修繕費等 

      ・減価償却費 …使用や年月の経過に伴う資産の価値減少額 

     (C)その他の業務費用 

      ・支払利息      …地方債の償還のために支払った利子など 

      ・徴収不能引当金繰入額…徴収不能引当金の当該年度発生額 

 

   (イ)移転費用 

     ・補助金等  …市が支出した補助金等の額 

     ・社会保障給付…扶助費等、社会保障給付のための費用 

 

  ⑵経常収益（毎会計年度、経常的に発生する収益） 

   ・使用料及び手数料 …使用料・手数料の形態で徴収するもの 

 

 ②純行政コスト：純経常行政コストに臨時損失と臨時利益を加えたもの 

  ⑴臨時費用 

   ・資産売却損 …資産を売却して損失が発生した場合の金額 

 

  ⑵臨時利益 

   ・資産売却益 …資産を売却して収益が発生した場合の金額 
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（単位︓百万円）

固定資産等形成分 余剰分 (不⾜分)
前年度末純資産残⾼ 273,804 307,821 △ 34,017
　　純⾏政コスト(△) △ 45,945 △ 45,945
　　財源 43,265 43,265
　　　　税収等 31,752 31,752
　　　　国県等補助⾦ 11,513 11,513
　　本年度差額 △ 2,680 △ 2,680
　　固定資産等の変動（内部変動） △ 727 727
　　　　有形固定資産等の増加 3,450 △ 3,450
　　　　有形固定資産等の減少 △ 4,657 4,657
　　　　貸付⾦・基⾦等の増加 592 △ 592
　　　　貸付⾦・基⾦等の減少 △ 113 113
　　資産評価差額 △ 1 △ 1
　　無償所管換等 276 276
　　その他 - - -
　　本年度純資産変動額 △ 2,405 △ 452 △ 1,952
本年度末純資産残⾼ 271,399 307,369 △ 35,970
※端数処理の関係上合計額と一致しない部分があります。

合計科目

一般会計等純資産変動計算書
（⾃ 平成31年04⽉01⽇ ⾄ 令和02年03⽉31⽇）
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◆純資産変動計算書（NW）の勘定科目について◆ 

  ①前年度末純資産残高（前年度末に計上された純資産残高） 

 

  ②期中のうごき 

   純行政コスト（△）…行政コスト計算書で積算された費用 

   財源 

    ・税収等    …地方税、地方交付税及び地方譲与税等 

    ・国県等補助金 …国庫支出金及び都道府県支出金等 

 

   本年度差額    …前年度末純資産残高－純行政コスト＋財源 

 

   固定資産等の変動（内部変動） 

    ・有形固定資産等の増加…保有資産の増加額、資産形成に支出した金額 

    ・有形固定資産等の減少…固定資産の減価償却費相当額、除売却による減少

額等 

    ・貸付金・基金等の増加…貸付金・基金等の形成による資産の増加額 

    ・貸付金・基金等の減少…貸付金の償還、基金の取崩し等による減少額 

   資産評価差額   …有価証券等の評価差額 

   無償所管換等   …無償で譲渡または取得した固定資産の評価額 

 

   本年度純資産変動額…本年度差額＋資産評価差額＋無償所管換等＋その他 

 

  ③本年度末純資産残高（前年度末純資産残高に本年度純資産残高を増減した額） 
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（単位︓百万円）
科目 ⾦額

【業務活動収⽀】
　　業務⽀出 43,035
　　　　業務費⽤⽀出 21,187
　　　　　　人件費⽀出 8,452
　　　　　　物件費等⽀出 12,433
　　　　　　⽀払利息⽀出 164
　　　　　　その他の⽀出 137
　　　　移転費⽤⽀出 21,848
　　　　　　補助⾦等⽀出 9,107
　　　　　　社会保障給付⽀出 9,430
　　　　　　他会計への繰出⽀出 3,303
　　　　　　その他の⽀出 7
　　業務収⼊ 43,292
　　　　税収等収⼊ 31,757
　　　　国県等補助⾦収⼊ 10,371
　　　　使⽤料及び⼿数料収⼊ 580
　　　　その他の収⼊ 584
　　臨時⽀出 -
　　　　災害復旧事業費⽀出 -
　　　　その他の⽀出 -
　　臨時収⼊ -
業務活動収⽀ 257
【投資活動収⽀】
　　投資活動⽀出 4,137
　　　　公共施設等整備費⽀出 3,150
　　　　基⾦積⽴⾦⽀出 790
　　　　投資及び出資⾦⽀出 198
　　　　貸付⾦⽀出 -
　　　　その他の⽀出 -
　　投資活動収⼊ 3,418
　　　　国県等補助⾦収⼊ 1,142
　　　　基⾦取崩収⼊ 2,190
　　　　貸付⾦元⾦回収収⼊ 30
　　　　資産売却収⼊ 56
　　　　その他の収⼊ -
投資活動収⽀ △ 719
【財務活動収⽀】
　　財務活動⽀出 2,687
　　　　地方債償還⽀出 2,687
　　　　その他の⽀出 -
　　財務活動収⼊ 3,489
　　　　地方債発⾏収⼊ 3,489
　　　　その他の収⼊ -
財務活動収⽀ 802
本年度資⾦収⽀額 340
前年度末資⾦残⾼ 1,751
本年度末資⾦残⾼ 2,091
前年度末歳計外現⾦残⾼ -
本年度歳計外現⾦増減額 -
本年度末歳計外現⾦残⾼ -
本年度末現⾦預⾦残⾼ 2,091

（⾃ 平成31年04⽉01⽇ ⾄ 令和02年03⽉31⽇）
一般会計等資⾦収⽀計算書

※端数処理の関係上合計額と一致しない部分があります。
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◆資金収支計算書（CF）の勘定科目について◆ 

 ①業務活動収支 

  ⑴業務支出（自治体の運営上、毎年度経常的に支出されるもの） 

   (ア)業務費用支出 

    ・人件費支出 …議員報酬、職員給料などの支出 

    ・物件費等支出…消耗品費、維持補修費、委託料などの支出 

    ・支払利息支出…地方債の償還にかかる支払利子の支出 

   (イ)移転費用支出 

    ・補助金等支出  …各種団体への補助金等にかかる支出 

    ・社会保障給付支出…生活保護などの社会保障にかかる支出 

  ⑵業務収入（毎年度経常的に収入するもの） 

   (ア)税収等収入     …市民税や固定資産税などの収入 

   (イ)国県等補助金収入  …国県補助金のうち、業務支出に財源充当した収入 

   (ウ)使用料及び手数料収入…使用料及び手数料の収入 

 

 ②投資活動収支 

  ⑴投資活動支出 

   (ア)公共施設等整備費支出…有形固定資産等形成にかかる支出 

   (イ)基金積立金支出   …基金積立にかかる支出 

   (ウ)投資及び出資金支出 …投資及び出資金にかかる支出 

  ⑵投資活動収入 

   (ア)国県等補助金収入 …国県補助金のうち、投資活動支出に財源充当した収入 

   (イ)基金取崩収入   …基金取崩による収入 

   (ウ)貸付金元金回収収入…貸付金にかかる元金回収収入 

   (エ)資産売却収入   …資産売却による収入 

 

 ③財務活動収支 

  ⑴財務活動支出 

   ・地方債償還支出…地方債の元金償還にかかる支出 

  ⑵財務活動収入 

   ・地方債発行収入…地方債発行による収入 

 

 ◎本年度資金収支額…「業務活動収支」＋「投資活動収支」＋「財務活動収支」 

 ◎本年度末資金残高…「前年度末資金残高」＋「本年度資金収支額」 

 ◎本年度末歳計外現金残高…「前年度末歳計外現金残高」＋「本年度歳計外現金増減額」 

 ◎本年度末現金預金残高 …「本年度末資金残高」＋「本年度末歳計外現金残高」 
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４．全体財務書類 

 

（単位︓百万円）
科目 ⾦額 科目 ⾦額

【資産の部】 【負債の部】
　　固定資産 366,956 　　固定負債 66,236
　　　　有形固定資産 345,489 　　　　地方債等 32,756
　　　　　　事業⽤資産 93,217 　　　　⻑期未払⾦ -
　　　　　　　　⼟地 52,568 　　　　退職⼿当引当⾦ 4,958
　　　　　　　　⽴⽊⽵ - 　　　　損失補償等引当⾦ -
　　　　　　　　建物 78,961 　　　　その他 28,522
　　　　　　　　建物減価償却累計額 △ 40,706 　　流動負債 4,595
　　　　　　　　⼯作物 11,999 　　　　1年内償還予定地方債等 3,107
　　　　　　　　⼯作物減価償却累計額 △ 9,767 　　　　未払⾦ 729
　　　　　　　　船舶 17 　　　　未払費⽤ -
　　　　　　　　船舶減価償却累計額 △ 17 　　　　前受⾦ 45
　　　　　　　　浮標等 - 　　　　前受収益 -
　　　　　　　　浮標等減価償却累計額 - 　　　　賞与等引当⾦ 708
　　　　　　　　航空機 - 　　　　預り⾦ 5
　　　　　　　　航空機減価償却累計額 - 　　　　その他 -
　　　　　　　　その他 - 負債合計 70,831
　　　　　　　　その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
　　　　　　　　建設仮勘定 162 　　固定資産等形成分 372,866
　　　　　　インフラ資産 249,253 　　余剰分(不⾜分) △ 61,892
　　　　　　　　⼟地 126,162 　　他団体出資等分 -
　　　　　　　　建物 4,156
　　　　　　　　建物減価償却累計額 △ 2,404
　　　　　　　　⼯作物 216,058
　　　　　　　　⼯作物減価償却累計額 △ 95,207
　　　　　　　　その他 -
　　　　　　　　その他減価償却累計額 -
　　　　　　　　建設仮勘定 488
　　　　　　物品 9,251
　　　　　　物品減価償却累計額 △ 6,231
　　　　無形固定資産 3,347
　　　　　　ソフトウェア -
　　　　　　その他 3,347
　　　　投資その他の資産 18,120
　　　　　　投資及び出資⾦ 3,185
　　　　　　　　有価証券 54
　　　　　　　　出資⾦ 715
　　　　　　　　その他 2,417
　　　　　　⻑期延滞債権 3,011
　　　　　　⻑期貸付⾦ 285
　　　　　　基⾦ 11,873
　　　　　　　　減債基⾦ 298
　　　　　　　　その他 11,574
　　　　　　その他 -
　　　　　　徴収不能引当⾦ △ 234
　　流動資産 14,848
　　　　現⾦預⾦ 8,798
　　　　未収⾦ 1,568
　　　　短期貸付⾦ 30
　　　　基⾦ 4,111
　　　　　　財政調整基⾦ 4,111
　　　　　　減債基⾦ -
　　　　棚卸資産 41
　　　　その他 305
　　　　徴収不能引当⾦ △ 4
　　繰延資産 - 純資産合計 310,974

資産合計 381,805 負債及び純資産合計 381,805

全体貸借対照表
（令和02年03⽉31⽇現在）

※端数処理の関係上合計額と一致しない部分があります。
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（単位︓百万円）
科目 ⾦額

　　経常費⽤ 82,694
　　　　業務費⽤ 33,153
　　　　　　人件費 9,098
　　　　　　　　職員給与費 8,064
　　　　　　　　賞与等引当⾦繰⼊額 697
　　　　　　　　退職⼿当引当⾦繰⼊額 -
　　　　　　　　その他 337
　　　　　　物件費等 23,232
　　　　　　　　物件費 14,580
　　　　　　　　維持補修費 1,484
　　　　　　　　減価償却費 7,166
　　　　　　　　その他 2
　　　　　　その他の業務費⽤ 823
　　　　　　　　⽀払利息 265
　　　　　　　　徴収不能引当⾦繰⼊額 229
　　　　　　　　その他 329
　　　　移転費⽤ 49,540
　　　　　　補助⾦等 40,072
　　　　　　社会保障給付 9,461
　　　　　　その他 7
　　経常収益 7,668
　　　　使⽤料及び⼿数料 6,194
　　　　その他 1,474
純経常⾏政コスト 75,026
　　臨時損失 3
　　　　災害復旧事業費 -
　　　　資産除売却損 3
　　　　損失補償等引当⾦繰⼊額 -
　　　　その他 -
　　臨時利益 56
　　　　資産売却益 56
　　　　その他 -
純⾏政コスト 74,972

全体⾏政コスト計算書
（⾃ 平成31年04⽉01⽇ ⾄ 令和02年03⽉31⽇）

※端数処理の関係上合計額と一致しない部分があります。
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（単位︓百万円）

固定資産等形成分 余剰分 (不⾜分) 他団体出資等分
前年度末純資産残⾼ 312,502 374,561 △ 62,059 -
　　純⾏政コスト(△) △ 74,972 △ 74,972 -
　　財源 73,169 73,169 -
　　　　税収等 45,020 45,020 -
　　　　国県等補助⾦ 28,149 28,149 -
　　本年度差額 △ 1,803 △ 1,803 -
　　固定資産等の変動（内部変動） △ 1,970 1,970
　　　　有形固定資産等の増加 5,594 △ 5,594
　　　　有形固定資産等の減少 △ 7,585 7,585
　　　　貸付⾦・基⾦等の増加 426 △ 426
　　　　貸付⾦・基⾦等の減少 △ 405 405
　　資産評価差額 △ 1 △ 1
　　無償所管換等 276 276
　　他団体出資等分の増加 - -
　　他団体出資等分の減少 - -
　　その他 - - -
　　本年度純資産変動額 △ 1,528 △ 1,694 166 -
本年度末純資産残⾼ 310,974 372,866 △ 61,892 -
※端数処理の関係上合計額と一致しない部分があります。

全体純資産変動計算書
（⾃ 平成31年04⽉01⽇ ⾄ 令和02年03⽉31⽇）

合計科目
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（単位︓百万円）
科目 ⾦額

【業務活動収⽀】
　　業務⽀出 75,239
　　　　業務費⽤⽀出 25,699
　　　　　　人件費⽀出 9,087
　　　　　　物件費等⽀出 16,062
　　　　　　⽀払利息⽀出 265
　　　　　　その他の⽀出 284
　　　　移転費⽤⽀出 49,540
　　　　　　補助⾦等⽀出 40,072
　　　　　　社会保障給付⽀出 9,461
　　　　　　その他の⽀出 7
　　業務収⼊ 77,782
　　　　税収等収⼊ 43,570
　　　　国県等補助⾦収⼊ 26,874
　　　　使⽤料及び⼿数料収⼊ 6,195
　　　　その他の収⼊ 1,143
　　臨時⽀出 -
　　　　災害復旧事業費⽀出 -
　　　　その他の⽀出 -
　　臨時収⼊ -
業務活動収⽀ 2,543
【投資活動収⽀】
　　投資活動⽀出 5,630
　　　　公共施設等整備費⽀出 4,787
　　　　基⾦積⽴⾦⽀出 800
　　　　投資及び出資⾦⽀出 23
　　　　貸付⾦⽀出 -
　　　　その他の⽀出 20
　　投資活動収⼊ 3,675
　　　　国県等補助⾦収⼊ 1,215
　　　　基⾦取崩収⼊ 2,200
　　　　貸付⾦元⾦回収収⼊ 30
　　　　資産売却収⼊ 156
　　　　その他の収⼊ 73
投資活動収⽀ △ 1,955
【財務活動収⽀】
　　財務活動⽀出 3,054
　　　　地方債等償還⽀出 3,054
　　　　その他の⽀出 -
　　財務活動収⼊ 3,651
　　　　地方債等発⾏収⼊ 3,540
　　　　その他の収⼊ 111
財務活動収⽀ 598
本年度資⾦収⽀額 1,186
前年度末資⾦残⾼ 7,613
本年度末資⾦残⾼ 8,798
前年度末歳計外現⾦残⾼ -
本年度歳計外現⾦増減額 -
本年度末歳計外現⾦残⾼ -
本年度末現⾦預⾦残⾼ 8,798

（⾃ 平成31年04⽉01⽇ ⾄ 令和02年03⽉31⽇）
全体資⾦収⽀計算書

※端数処理の関係上合計額と一致しない部分があります。
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５．連結財務書類 

 

 

（単位︓百万円）
科目 ⾦額 科目 ⾦額

【資産の部】 【負債の部】
　　固定資産 382,445 　　固定負債 76,708
　　　　有形固定資産 356,956 　　　　地方債等 37,537
　　　　　　事業⽤資産 102,097 　　　　⻑期未払⾦ 45
　　　　　　　　⼟地 54,168 　　　　退職⼿当引当⾦ 9,142
　　　　　　　　⽴⽊⽵ - 　　　　損失補償等引当⾦ -
　　　　　　　　建物 87,068 　　　　その他 29,984
　　　　　　　　建物減価償却累計額 △ 45,123 　　流動負債 5,253
　　　　　　　　⼯作物 27,784 　　　　1年内償還予定地方債等 3,502
　　　　　　　　⼯作物減価償却累計額 △ 21,963 　　　　未払⾦ 804
　　　　　　　　船舶 17 　　　　未払費⽤ -
　　　　　　　　船舶減価償却累計額 △ 17 　　　　前受⾦ 45
　　　　　　　　浮標等 - 　　　　前受収益 -
　　　　　　　　浮標等減価償却累計額 - 　　　　賞与等引当⾦ 876
　　　　　　　　航空機 - 　　　　預り⾦ 20
　　　　　　　　航空機減価償却累計額 - 　　　　その他 7
　　　　　　　　その他 - 負債合計 81,961
　　　　　　　　その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
　　　　　　　　建設仮勘定 162 　　固定資産等形成分 389,034
　　　　　　インフラ資産 250,871 　　余剰分(不⾜分) △ 71,005
　　　　　　　　⼟地 126,248 　　他団体出資等分 -
　　　　　　　　建物 4,242
　　　　　　　　建物減価償却累計額 △ 2,452
　　　　　　　　⼯作物 220,140
　　　　　　　　⼯作物減価償却累計額 △ 97,820
　　　　　　　　その他 -
　　　　　　　　その他減価償却累計額 -
　　　　　　　　建設仮勘定 512
　　　　　　物品 12,681
　　　　　　物品減価償却累計額 △ 8,693
　　　　無形固定資産 6,966
　　　　　　ソフトウェア 1
　　　　　　その他 6,965
　　　　投資その他の資産 18,524
　　　　　　投資及び出資⾦ 776
　　　　　　　　有価証券 54
　　　　　　　　出資⾦ 723
　　　　　　　　その他 △ 1
　　　　　　⻑期延滞債権 3,013
　　　　　　⻑期貸付⾦ 307
　　　　　　基⾦ 14,662
　　　　　　　　減債基⾦ 298
　　　　　　　　その他 14,364
　　　　　　その他 0
　　　　　　徴収不能引当⾦ △ 234
　　流動資産 17,546
　　　　現⾦預⾦ 10,729
　　　　未収⾦ 1,652
　　　　短期貸付⾦ 31
　　　　基⾦ 4,788
　　　　　　財政調整基⾦ 4,788
　　　　　　減債基⾦ -
　　　　棚卸資産 41
　　　　その他 309
　　　　徴収不能引当⾦ △ 4
　　繰延資産 - 純資産合計 318,030

資産合計 399,991 負債及び純資産合計 399,991

連結貸借対照表
（令和02年03⽉31⽇現在）

※端数処理の関係上合計額と一致しない部分があります。
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（単位︓百万円）
科目 ⾦額

　　経常費⽤ 104,921
　　　　業務費⽤ 38,737
　　　　　　人件費 11,628
　　　　　　　　職員給与費 10,345
　　　　　　　　賞与等引当⾦繰⼊額 864
　　　　　　　　退職⼿当引当⾦繰⼊額 80
　　　　　　　　その他 340
　　　　　　物件費等 25,973
　　　　　　　　物件費 16,256
　　　　　　　　維持補修費 1,819
　　　　　　　　減価償却費 7,895
　　　　　　　　その他 3
　　　　　　その他の業務費⽤ 1,135
　　　　　　　　⽀払利息 286
　　　　　　　　徴収不能引当⾦繰⼊額 229
　　　　　　　　その他 620
　　　　移転費⽤ 66,184
　　　　　　補助⾦等 56,712
　　　　　　社会保障給付 9,461
　　　　　　その他 11
　　経常収益 9,221
　　　　使⽤料及び⼿数料 7,559
　　　　その他 1,662
純経常⾏政コスト 95,700
　　臨時損失 29
　　　　災害復旧事業費 18
　　　　資産除売却損 3
　　　　損失補償等引当⾦繰⼊額 -
　　　　その他 9
　　臨時利益 68
　　　　資産売却益 57
　　　　その他 11
純⾏政コスト 95,661

連結⾏政コスト計算書
（⾃ 平成31年04⽉01⽇ ⾄ 令和02年03⽉31⽇）

※端数処理の関係上合計額と一致しない部分があります。
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（単位︓百万円）

固定資産等形成分 余剰分 (不⾜分) 他団体出資等分
前年度末純資産残⾼ 319,755 392,090 △ 72,335 -
　　純⾏政コスト(△) △ 95,661 △ 95,661 -
　　財源 93,860 93,860 -
　　　　税収等 57,366 57,366 -
　　　　国県等補助⾦ 36,493 36,493 -
　　本年度差額 △ 1,801 △ 1,801 -
　　固定資産等の変動（内部変動） △ 3,139 3,139
　　　　有形固定資産等の増加 5,941 △ 5,941
　　　　有形固定資産等の減少 △ 8,314 8,314
　　　　貸付⾦・基⾦等の増加 500 △ 500
　　　　貸付⾦・基⾦等の減少 △ 1,265 1,265
　　資産評価差額 △ 1 △ 1
　　無償所管換等 98 98
　　他団体出資等分の増加 - -
　　他団体出資等分の減少 - -
　　⽐例連結割合変更に伴う差額 0 - - 0
　　その他 △ 21 △ 14 △ 7
　　本年度純資産変動額 △ 1,726 △ 3,056 1,330 0
本年度末純資産残⾼ 318,030 389,034 △ 71,005 0
※端数処理の関係上合計額と一致しない部分があります。

連結純資産変動計算書
（⾃ 平成31年04⽉01⽇ ⾄ 令和02年03⽉31⽇）

合計科目
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（単位︓百万円）
科目 ⾦額

【業務活動収⽀】
　　業務⽀出 96,610
　　　　業務費⽤⽀出 30,426
　　　　　　人件費⽀出 11,537
　　　　　　物件費等⽀出 18,029
　　　　　　⽀払利息⽀出 286
　　　　　　その他の⽀出 574
　　　　移転費⽤⽀出 66,184
　　　　　　補助⾦等⽀出 56,713
　　　　　　社会保障給付⽀出 9,461
　　　　　　その他の⽀出 11
　　業務収⼊ 99,961
　　　　税収等収⼊ 55,918
　　　　国県等補助⾦収⼊ 35,168
　　　　使⽤料及び⼿数料収⼊ 7,600
　　　　その他の収⼊ 1,275
　　臨時⽀出 27
　　　　災害復旧事業費⽀出 27
　　　　その他の⽀出 -
　　臨時収⼊ 11
業務活動収⽀ 3,336
【投資活動収⽀】
　　投資活動⽀出 6,153
　　　　公共施設等整備費⽀出 5,099
　　　　基⾦積⽴⾦⽀出 1,026
　　　　投資及び出資⾦⽀出 -
　　　　貸付⾦⽀出 8
　　　　その他の⽀出 20
　　投資活動収⼊ 3,904
　　　　国県等補助⾦収⼊ 1,275
　　　　基⾦取崩収⼊ 2,324
　　　　貸付⾦元⾦回収収⼊ 32
　　　　資産売却収⼊ 157
　　　　その他の収⼊ 116
投資活動収⽀ △ 2,249
【財務活動収⽀】
　　財務活動⽀出 3,467
　　　　地方債等償還⽀出 3,456
　　　　その他の⽀出 11
　　財務活動収⼊ 3,822
　　　　地方債等発⾏収⼊ 3,710
　　　　その他の収⼊ 113
財務活動収⽀ 355
本年度資⾦収⽀額 1,442
前年度末資⾦残⾼ 9,267
⽐例連結割合変更に伴う差額 5
本年度末資⾦残⾼ 10,713
前年度末歳計外現⾦残⾼ 11
本年度歳計外現⾦増減額 4
本年度末歳計外現⾦残⾼ 15
本年度末現⾦預⾦残⾼ 10,729

（⾃ 平成31年04⽉01⽇ ⾄ 令和02年03⽉31⽇）
連結資⾦収⽀計算書

※端数処理の関係上合計額と一致しない部分があります。
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６．財務書類における注記 
１ 重要な会計方針 

 (1)有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

  ①有形固定資産………原則取得原価 

    ただし、昭和 59 年度以前に取得した河川、水路の敷地や、取得原価が不明

な道路、河川及び水路の敷地等は原則備忘価額１円としています。 

  ②無形固定資産………原則取得原価 

 

 (2)有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

  ①満期保有目的以外の有価証券 

   ア 市場価格のあるもの………会計年度末における市場価格 

   イ 市場価格のないもの………取得原価 

  ②出資金 

   ア 市場価格のないもの………出資金額 

 

 (3)有形固定資産等の減価償却の方法 

  ①有形固定資産………定額法 

    なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

     建物  15 年～50 年 

     工作物 10 年～60 年 

     物品   5 年～15 年 

 

 (4)引当金の計上基準及び算定方法 

  ①徴収不能引当金 

    未収金、長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により徴収

不能見込額を計上しています。 

  ②退職手当引当金 

    退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対

し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額

の運用益のうち佐倉市へ按分される額を加算した額を控除した額を計上して

います。 

  ③賞与等引当金 

    翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利

費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上

しています。 
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 (5)その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

  ①消費税等の会計処理 

    消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

  ②資金収支計算書における資金の範囲 

    現金及び現金同等物（容易に換金可能なもの。一般会計等においては、佐倉

市財務規則で歳計現金等の保管方法として規定した預金等） 

    なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する

資金の受払いを含んでいます。 

 

２ 追加情報 

 (1)表示単位未満の取扱い 

   百万円未満を四捨五入しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 

 (2)貸借対照表に係る事項 

  ①平成 27 年度決算までは基準モデルにより作成していましたが、平成 28 年度

決算より統一的な基準により作成しています。そのため固定資産、引当金等の

算出方法が変更になっています。 

  ②減価償却累計額（一般会計等） 

   ・事業用資産   50,490 百万円 

        建物   40,706 百万円 

       工作物    9,767 百万円 

        船舶         17 百万円 

   ・インフラ資産   69,591 百万円 

        建物    1,180 百万円 

       工作物   68,411 百万円 

   ・物品            1,756 百万円 

 

 (3)その他事項 

  ①特別会計や公営企業（上下水道）との内部取引においては、原則として取引額

（収入額及び支出額）により相殺消去を行っています。 

  ②連結対象団体（会計）間において、水道料金、下水道使用料のほか、年間取引

総額が 100 万円未満の取引については相殺消去の対象から除いています。 
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７．財務書類からわかること 
 財務書類を用いて、4 つの分析の視点から、さまざまな指標を導き出せます。 

 

１ 資産形成度 

  資産形成度とは、「将来世代に残る資産はどのくらいあるか」という観点に基づ

くものです。貸借対照表の資産の部において、佐倉市の保有する資産のストック情

報を一覧表示していますので、これを用いて「住民一人当たり資産額」や「歳入額

対資産比率」、「有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率）」などの指標を示します。 

 

 ①住民一人当たり資産額 

   貸借対照表の資産合計額を、住民基本台帳人口で除することで得られます。住

民の数は、令和２年 1 月 1 日現在の住民基本台帳人口としています。 

   数値が高いと公共施設等が多いことになりますが、高ければ財政が豊かという

ものでなく、その分改修費や維持管理費がかかるため適正な規模であることが求

められます。 

 

参照書類 参照箇所 佐倉市（令和元年度） 

貸借対照表 資産合計額 

一般会計等：308,030 百万円 

全体   ：381,805 百万円 

連結   ：399,991 百万円  

決算カード 住民基本台帳人口 175,045 人 

 

 

  ＜計算式＞  資産合計額÷人口 

 

 一般会計等 全体 連結 

令和元年度決算 176.0 万円 218.1 万円   228.5 万円

平成 30 年度決算 176.3 万円 218.5 万円 229.5 万円

平成 30 年度 

類似団体平均 
153.3 万円
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 ②歳入額対資産比率 

   令和元年度の歳入総額に対する資産の比率を算出することにより、これまでに

形成されたストックとしての資産が、歳入の何年分に相当するかを把握し、佐倉

市の資産形成の度合いを測ることができます。 

   なお、施設更新が何年で可能かを判断する観点から、歳入には前年度末資産残

高（前年度繰越金）は含めていません。 

 

 

参照書類 参照箇所 佐倉市（令和元年度） 

貸借対照表 資産合計額 

一般会計等：308,030 百万円 

全体   ：381,805 百万円 

連結   ：399,991 百万円 

資金収支計算書 

歳入額 

（業務収入＋臨時収入＋

投資活動収入＋財務活動

収入） 

一般会計等：  50,199 百万円 

全体   ：  85,108 百万円 

連結   ： 107,699 百万円 

 

 

  ＜計算式＞  資産合計額÷歳入額（前年度繰越金を除く） 

 

 一般会計等 全体 連結 

令和元年度決算 6.１年 4.5 年 3.7 年

平成 30 年度決算 6.7 年 4.7 年 3.9 年

平成 30 年度 

類似団体平均 
4.3 年

    ※注：類似団体平均は前年度繰越金を含めて積算したもの 
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 ③有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率） 

   有形固定資産のうち、償却資産（事業用資産及びインフラ資産（物品は除く））

の取得原価等に対する減価償却累計額の割合を算出することで、耐用年数に対し

て資産の取得からどの程度経過しているのかを把握することができます。 

   今後の施設更新時期や費用について検討するための指標といえます。 

 

 

参照書類 参照箇所 佐倉市（令和元年度） 

貸借対照表 

有形固定資産 

 取得価額等 

一般会計等：228,293 百万円 

全体   ：311,191 百万円 

連結   ：339,251 百万円 

有形固定資産 

 減価償却累計額 

一般会計等：120,082 百万円 

全体   ：148,101 百万円 

連結   ：167,374 百万円  

 

 

  ＜計算式＞  （減価償却累計額÷取得価額等）×100 

 

 一般会計等 全体 連結 

令和元年度決算 52.6％ 47.6％ 49.3%

平成 30 年度決算 51.5% 46.2% 47.9%

平成 30 年度 

類似団体平均 
58.2%
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２ 世代間公平性 

  世代間公平性は、「将来世代と現世代との負担の分布は適切か」という観点に基

づくものです。貸借対照表上の資産、負債及び純資産の対比によって「純資産比率」

や「社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）」などの指標を示します。 

  ただし、将来世代の負担になる地方債の発行については、地方財政法等により受

益と負担のバランスを考慮した制度設計がされており、地方債の償還金に対して地

方交付税措置が講じられているものもあるため、世代間のバランスに考慮した公共

施設整備を実施していく必要があります。 

 

 ①純資産比率 

   純資産は、過去及び現世代の負担により形成された財産の額を示しています。

資産合計額に対する純資産合計額の割合が高い場合、現世代が負担した税金等で

形成された資産によって将来世代も利用可能な資源が蓄積されるので将来世代

の負担が少ないといえます。 

 

参照書類 参照箇所 佐倉市（令和元年度） 

貸借対照表 

資産合計額 

一般会計等：308,030 百万円 

全体   ：381,805 百万円 

連結   ：399,991 百万円 

純資産合計額 

一般会計等：271,399 百万円 

全体   ：310,974 百万円 

連結   ：318,030 百万円 

 

 

  ＜計算式＞  （純資産合計額÷資産合計額）×100 

 

 一般会計等 全体 連結 

令和元年度決算 88.1％ 81.4％ 79.5%

平成 30 年度決算 88.3% 81.3% 79.2%

平成 30 年度 

類似団体平均 
78.6%
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 ②社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率） 

   地方債は有形固定資産の財源とするためのものであることから、有形固定資産

における地方債残高の割合から将来世代の負担が大きいかどうかを把握するこ

とができます。割合が高いと将来世代の負担が大きいことを表しています。 

   公共施設や道路は、将来世代も利用するものなので、地方債を利用することで

“世代間の負担の公平性”を保つという側面もあります。 

   なお、地方債について、「地方公会計の推進に関する研究会」における検討結果

を踏まえ、特例的な地方債（臨時財政対策債、減収補てん債等）を除くこととし

ます。 

 

参照書類 参照箇所 佐倉市（令和元年度） 

貸借対照表 

有形固定資産 

一般会計等：285,515 百万円 

全体   ：345,489 百万円 

連結   ：356,956 百万円 

通常分地方債（1 年内償

還予定地方債も含む） 

一般会計等： 9,998 百万円 

      （31,024 百万円） 

全体   ：14,838 百万円 

      （35,864 百万円） 

連結   ：20,013 百万円 

      （41,039 百万円） 

    ※地方債の表中の括弧書きは特例分も含めた合計額 

 

  ＜計算式＞  （地方債＋1 年内償還予定地方債）÷有形固定資産×100 

 

 一般会計等 全体 連結 

令和元年度決算 
3.5％

（10.9％）

4.3％
（10.4％）

5.6％
（11.5％）

平成 30 年度決算 
3.2％

（10.6％）

4.1％
（10.2％）

5.4％
（11.3％）

平成 30 年度 

類似団体平均 
10.5％

    ※表中の括弧書きは特例分を含めた全ての地方債合計額で算定したもの 
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３ 持続可能性（健全性） 

  持続可能性（健全性）とは、「財政に持続性があるか（どのくらい借金があるか）」

という観点に基づくもので、財政運営に関する本質的な視点になります。貸借対照

表において、地方債現在高の他に退職手当引当金や未払金など、全ての負債を捉え

ることにより、「住民一人当たり負債額」や「基礎的財政収支」などの指標を示しま

す。 

 

 ①住民一人当たり負債額 

   貸借対照表の負債合計額を住民基本台帳人口で除することで得られます。数値

が高ければ負債が多く、低ければ負債が少ないことになるので、財政運営が良好

といえます。 

 

参照書類 参照箇所 佐倉市（令和元年度） 

貸借対照表 負債合計額 

一般会計等：36,630 百万円 

全体   ：70,831 百万円 

連結   ：81,961 百万円 

決算カード 住民基本台帳人口 175,045 人 

 

 

  ＜計算式＞  負債合計額÷人口 

 

 一般会計等 全体 連結 

令和元年度決算 20.9 万円 40.5 万円 46.8 万円

平成 30 年度決算 20.6 万円 40.8 万円 47.6 万円

平成 30 年度 

類似団体平均 
32.7 万円
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 ②基礎的財政収支 

   地方債等の元利償還金支出及び基金積立金を除いた歳出と、地方債等発行収入

及び基金繰入金を除いた歳入のバランスを示す指標で、「プライマリー・バラン

ス」ともいわれます。 

   資金収支計算書上の業務活動収支（支払利息支出を除く）及び投資活動収支（基

金を除く）の合計額を算出します。この指標がプラスでないと、借金の返済額が

減少しないことになります。 

   なお、本分析より投資活動収支から基金を除いて算定することとしています。 

 

参照書類 参照箇所 佐倉市（令和元年度） 

資金収支計算書 

業務活動収支 

（支払利息支出を除く） 

一般会計等： 421 百万円 

全体   ：2,808 百万円 

連結   ：3,621 百万円 

投資活動収支 

（基金積立金支出及び基

金取崩収入を除く） 

一般会計等：△2,119 百万円 

全体   ：△3,355 百万円 

連結   ：△3,547 百万円 

 

 

  ＜計算式＞  業務活動収支（支払利息支出を除く）＋投資活動収支（基金を除く） 

       （※支払利息支出が除かれた分、業務活動収支は増額されます。） 

 

 一般会計等 全体 連結 

令和元年度決算 △1,698 百万円 △547 百万円 74 百万円

平成 30 年度決算 
△246 百万円 351 百万円 △306 百万円

平成 30 年度 

類似団体平均 
1,427 百万円
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４ 効率性 

 効率性は、「行政サービスは効率的に提供されているか」という観点に基づくもの

です。財政の持続可能性と並んで重要な視点となります。 

 行政評価において個別に分析が行われていますが、行政コスト計算書を用いること

で効率性の度合いを定量的に測定することができます。 

 

 ①住民一人当たり行政コスト 

   行政活動の効率性を測定するため、行政コスト計算書で算出される純行政コス

トを、住民基本台帳人口で除することで得られます。 

   一般的に、人口が多ければスケールメリットがありますが、県の業務の一部を

担う場合もあります。このことから、同規模の人口を有する自治体と比較する必

要があります。 

 

参照書類 参照箇所 佐倉市（令和元年度） 

行政コスト計算書 純行政コスト 

一般会計等：45,945 百万円 

全体   ：74,972 百万円 

連結   ：95,661 百万円 

決算カード 住民基本台帳人口 175,045 人 

 

 

  ＜計算式＞  純行政コスト÷人口 

 

 一般会計等 全体 連結 

令和元年度決算 26.2 万円 42.8 万円 54.6 万円

平成 30 年度決算 24.9 万円 41.1 万円 51.8 万円

平成 30 年度 

類似団体平均 
29.2 万円
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５ その他 

 

 ◎受益者負担比率（自律性指標） 

   行政コスト計算書の経常収益は、使用料・手数料など行政サービスに係る受益

者負担の金額であり、施設等の減価償却費を含めた経常費用と比較することによ

り、行政サービスの提供に対する受益者負担の割合を算出することができます。 

   上下水道等の公営企業は、独立採算性の考え方が影響して、受益者負担の数値

が高くなることがあります。 

 

参照書類 参照箇所 佐倉市（令和元年度） 

行政コスト計算書 

経常費用 

一般会計等： 47,492 百万円 

全体   ： 82,694 百万円 

連結   ：104,921 百万円  

経常収益 

一般会計等：1,494 百万円 

全体   ：7,668 百万円 

連結   ：9,221 百万円 

 

 

  ＜計算式＞  経常収益÷経常費用×１００ 

 

 一般会計等 全体 連結 

令和元年度決算 3.1％ 9.3％ 8.8%

平成 30 年度決算 3.1％ 9.6％ 9.2％

平成 30 年度 

類似団体平均 
4.9％
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